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1-1. ベルギー法人税制の概要

ベルギー法人税の課税対象

 ベルギー法人

 ベルギーの恒久的施設を通じて事業活動を行う外国企業

主な法定の手続

 年1回、会計年度の期末日から6ヶ月以内に法人税を申告。

 リベート・手数料等の支払について毎年6月末日までに申告。

適用税率

 標準税率は一律33.99%（緊縮財政に伴う3%のサーチャージ含む）

 収入の種類に応じて他の税率が適用される場合あり。
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1-1. ベルギー法人税制の概要

法人税申告書作成の出発点

 ベルギー会計基準に基づいて作成された財務諸表が出発点となる。

課税所得の加算項目の概要

 控除可能な額に制限のある費用（カンパニーカー関連費用、飲食・接待費 等）

 具体的なリスクや費用に紐つかない引当金

 超過的な減価償却費 等

課税所得の減算項目の概要

 二国間租税条約が適用可能な国外支店の収益に対する課税免除

 みなし利息控除制度 (NID)
 受取配当控除制度 (DRD)
 特許権収入に対する控除 (PID)
 繰越欠損金

 投資控除 等
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1-2. みなし利息控除制度 － 制度概要

• 一定条件を満たす資本について、資本を借入とみなして利息に相当する金額を課税所得から
控除することが認められる制度。

• ベルギーの名目上の法人税率 33.99％から、実効税率を大幅に下げることが可能。

• ベルギー法人や外国法人のベルギー支店の法人税申告において利用可能。

制度概要

対象となる資本 利率 (*) × ＝
みなし利息控除

(課税所得から控除が可能)

(*) 申告年の2年前の第3四半期（7月～9月）におけるベルギー10年国債の平均利回りを元に計算する。
原則として、前の年の適用利率からの変動幅は1%以内とする。
適用利率の上限を3%（中小企業は3.50%）に固定する。

申告年 会計年度 通常の適用利率 中小企業に対する適用利率

2014年 2013年度 2.742% 3.242%

2015年 2014年度 2.63% 3.13%

2016年 2015年度 1.63% 2.13%
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1-2. みなし利息控除制度 － 対象となる資本金

• みなし利息控除の対象となる資本は、前期末のベルギー会計基準にもとづいた会社の株主資
本から、以下を差し引いたもの。

- 自己株式、金融資産である株式、資本参加免税（受取配当控除）の対象となる投資会社の
株式の前期末時点における会計上の純資産価値。

- 事業のニーズを超える有形固定資産またはその一部の簿価。

- 課税対象となる利益を定期的に生み出さない投資目的の資産（宝石、絵画等）の簿価。

- 役員、役員の配偶者、役員の子供に使用を認めている不動産や不動産に付帯する権利の
簿価。

- 非課税の再評価益（資本に組み込まれたものを含む）、資本投資補助金、税額控除される
研究開発費。

ベルギーにおける事業活動の原資となる資本が主な対象
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1-2. みなし利息控除制度 － 超過みなし利息の繰越し

超過みなし利息

• 所得が低水準あるいは欠損の発生により、課税所得から控除しきれなかったみなし利息額は
翌年度以降に繰越を行うことができない。

• 申告年2012年までは最長7年間の繰越しが可能だった。

申告年2012年分までの超過みなし利息控除の取り扱い

• 以下の条件付きで、最長7年間の繰越しが引き続き可能。

- 1申告年あたりの控除額の上限を、超過みなし利息控除前の課税所得額の60％とする。

- 課税所得100万ユーロ以下の場合は上記の条件は適用しない。

- 60%の上限により課税所得から控除できなかった超過みなし利息については、
無期限の繰越しが可能。

• 超過みなし利息は法人税の課税所得を算定する最終段階で控除する。
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1-2. みなし利息控除制度 － 計算例①

親会社

ベルギー
法人

出資

ベルギー法人のバランスシート

資産 (Assets) 500 借入金 (Debt) 100
資本 (Equity) 400

税引前利益： 20

みなし利息控除： 400ｘ1.63% ▲6.52

課税所得： 13.48

法人税額 33.99%： 4.58

実効税率： 22.9%

当期の利益：20
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1-2. みなし利息控除制度 － 計算例②

親会社

ベルギー
法人

出資

税引前利益： 20

みなし利息控除： 100ｘ1.63% ▲1.63

課税所得： 18.37

法人税額 33.99%： 6.24

実効税率： 31.2%

当期の利益：20

ベルギー法人のバランスシート

資産 (Assets) 500 借入金 (Debt) 400
資本 (Equity) 100
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1-2. みなし利息控除制度 － 銀行、保険業に関する法改正の動向

法改正の概要

• 申告年2016年より、銀行、保険会社における、みなし利息控除制度による控除可能金額が

減少される方向。

• 具体的には、顧客から預かった預金等の2.37%(*)（申告年2016年度）を、みなし利息控除

の対象となる資本の金額から除いてみなし利息控除の金額を計算する。

(*) 法案が未だ審議中のため、見直しの可能性あり

控除可能な金額の減少：

預金残高等× 2.37% x みなし利息控除の利率1.63%

• 控除可能な金額の減少分は、以下の税額控除の各項目の上から順番に充当（相殺）する。

1. 繰越欠損金

2. 受取配当金に対する資本参加免除制度による控除

（次年度以降に繰越可能な金額から優先して相殺）

3. みなし利息控除
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1-3. 受取配当金に関する控除制度

ベルギー子会社

孫会社

受取配当に対する資本参加免税

• ベルギー法人あるいは外国企業のベルギー支店が受け取った配当は、一定の条件を満たす
場合、配当の95%まで法人税上の課税所得から控除することが可能。

• EEA諸国内における受取配当およびベルギーと二重課税回避のための租税条約を締結してい

る国からの受取配当については、十分な課税所得がないために控除しきれなかった控除枠の
残りを繰越することが可能。

親会社
（日本）

配当

適用のための条件（以下すべてを満たすことが必要）

• 配当する会社の株式の少なくとも10%あるいは取得価額
で250万ユーロ分以上を所有している。

• 配当を受け取る時点で、株式を1年以上継続して保有し
ているか、保有する意図がある。

• 配当する会社がEU外にある場合、配当の原資が税率
15%以上の課税対象となっている。
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1-4. 特許権収入に対する控除制度

• 特許に係る研究開発活動を通じた技術革新を促進する目的で、一定の条件を満たす場合、
特許権収入の80%を課税所得から控除することが可能。

• 全てのベルギー法人および外国企業のベルギー支店が適用可能。

制度概要

 一定の条件（ 特許権を会社自身が開発していること／他者から取得した後に追加的な
開発がなされていること等）を満たす場合に控除が適用可能。

 特許権収入の80%を課税所得から控除可能。

 ロイヤルティ収入
ライセンス供与により得られた特許権収入

 特許に帰属する収入の一部（暗黙の特許権収入）

生産工程で利用される特許に関しては、独立した第三者に対してライセンス供与
を行った場合に受け取ることができるロイヤルティ収入の80%相当分を控除可能
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• ベルギーにおける事業活動の目的で新規に取得した無形／有形固定資産定への投資のうち
一定の条件を満たすものについては、資産の取得価額あるいは投資価値の一定割合を課税
所得から控除することができる。

制度概要

1-5. 投資控除

 対象となる投資と控除可能な割合（一般企業の場合）

 再利用可能な製品包装への投資：3%
 特許権：13.5% （後述のR&D投資に関する税額控除を適用しない場合）

 環境保護に優れた技術への研究開発投資：13.5%（同上）
＊対象資産の償却年度を通じて控除を適用することが可能

その場合、控除可能な割合は20.5%が適用される

 省エネルギー投資：13.5%
 ホテル・飲食業における排煙・空気循環システムへの投資：13.5%
 海運専業のベルギー企業による海洋船舶への投資：30%

 投資控除の繰越

 課税所得が控除可能な金額よりも低い場合、未使用金額は翌年度以降、無期限に繰越が可能。
ただし当該未使用金額には、毎年使用可能な金額に上限が定められている。
（繰越額の25%、€ 946,800のいずれか大きい金額） ＊割合、金額は申告年2016年のもの
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• 株式の売却に伴うキャピタルゲインについて、一定条件を満たす場合は大幅に減免された
税率（0.412%)が適用される。

• 株式売却益の益金算入が大幅に減免されていることから、売却損の損金算入は認められない。
（会社清算に伴い、払込資本に係る損失が発生した場合を除く）

制度概要

1-6. 株式譲渡益課税

 以下の二つの条件を満たす場合、0.412%の税率が適用される

 課税要件：売却した株式の発行会社が特別に有利な税制の恩恵を受けていない。

 保有期間：売却時点で株式を1年以上継続して保有している。

 課税要件を満たすが、保有期間要件を満たさない場合には、25.75%の税率が適用。

 課税要件を満たさない場合には、33.99%の税率が適用。
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1-7. R&D活動に関する優遇税制

R&D投資に関する税額控除

 投資控除が適用可能な投資のうち、特許権もしくは研究開発に関するものについては、
投資控除（課税所得からの控除）と税額控除のいずれかを選択することができる。

 税額控除は翌年以降4年間に渡り繰り延べることが可能で、投資を実施した年を含む
5事業年度以内に税額控除を使いきれなかった場合、還付を受けることが可能。

特許権収入に関する控除

 前述の通り。

科学研究員の雇用に関する優遇制度

 研究プロジェクトに従事する科学研究員を雇用する企業では、一定の条件を満たす場合、
企業は当該科学研究員の給与所得税に関する源泉徴収の20%のみを国庫に納入し、残りの
80%の納入が免除される。

 主な適用対象

• 一般企業から、EEA諸国に所在する大学もしくは政府認定の科学機関との共同研究プロジェクトに
従事する研究員に対して支払われる賃金

• 企業内の研究開発プログラムに従事し、かつ特定の学位を取得している研究員への賃金
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1-8. 雇用促進に関する優遇税制

深夜およびシフト勤務にかかる優遇税制

 特定タイプの労働者（工場労働者等）の雇用を奨励するため、深夜残業代やシフト勤務に
つく従業員の給与源泉税について、優遇税制が導入される。

• 現行制度のもとでは、深夜およびシフト勤務に就く従業員の給与源泉税の15.6%は、国庫への納
付が免除される。（４交代、２４時間操業の場合は免除の割増制度あり）

経済困難に直面している区域への投資に対する雇用の税制優遇

 経済困難に直面している区域に投資を行った企業に対して、給与源泉税に関する優遇税制
の適用が予定されている。すなわち、企業がその投資の結果として新たに従業員を雇用し
た場合、当該従業員に対する給与源泉税の納付が一定期間免除される。
（免除割合は25％）

 但し、上記２つの優遇税制を同時に適用することはできない
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（参考）関連会社への支払
関連会社への配当に対する源泉税

二国間租税条約に基づく源泉税の軽減

• 上記の免除の要件を満たさない場合でも、日本の親会社への配当は以下の通り軽減される。

持ち株割合25%以上かつ配当日直前の6ヶ月間保有していた場合：源泉税率5％
そうでない場合：15％

子会社
（ベルギー）

子会社

親会社
（日本）

配当

配当源泉税の免除
以下全てを満たす場合、源泉税が免除される

• 配当を受け取る会社が、EU加盟国に所在しているか、税務当局間の
情報交換を認める条項を含む租税条約が結ばれた国に所在している。
（日本も該当）

• 配当を受け取る会社が、配当を支払う会社の株式の10%以上を1年以
上保有しているか、1年以上保有し続ける意図がある。

• 配当を受け取る側と支払う側の両方が、EUの親子会社指令で定めら
れた形態と同様の法人形態（株式会社、有限会社等）を持っている。

• 配当を受け取る会社が、ベルギー法人税と同等な法人税の
課税対象となっている。

＊何も減免が無い場合、配当に対する源泉税は25%
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EU域内の関係会社への支払利子・ロイヤリティに対する源泉税の免除

• EU域内の関連会社への支払で以下の条件を満たす場合、支払利子・ロイヤルティに対する源泉税は免除
される。

 受領者が EU利息・ロイヤルティ指令で定められた法人形態である。

 支払側と受領者は25%以上の資本関係があるか、EU域内において税制上の居住者となっている第三者
が両者の25%以上の資本を所有している。

 この資本関係は1年以上継続しているかまたは継続する見込みである。

子会社
（ベルギー）

子会社

親会社
（日本）

利子

二国間租税条約に基づく支払利子に対する源泉税の軽減

• 二国間租税条約により、日本の親会社への支払利子に対する源泉税は
10%に軽減される。

適格持株会社、適格金融子会社に対する源泉税の免除

• 利子を支払う会社が、適格持株会社、適格金融子会社の要件を
満たす場合、支払利子に対する源泉税が免除される。

（参考）関連会社への支払
関連会社への支払利子に対する源泉税

＊何も減免が無い場合、支払利子に対する源泉税は25%
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• グループ会社等からの借入金について、負債と資本の比率が5対1を超過する場合、
超過する部分に対応する支払利息の損金参入が否認される。

制度概要

（参考） 関連会社への支払
関連会社への支払利子 過小資本税制

 以下の場合、負債と資本（期首の利益剰余金＋期末の払込資本金の合計）の比率が
5対1を超過する部分に対応する金額ついては、損金算入が否認される

 グループ会社（会社法第11条で定義される全ての関連会社）間の貸付に対する支払利息

 低課税国（所得税が課税されていないか、あるいは受取利息がベルギーよりも相当低い
税率で課税されている国）への支払利息

 租税回避を目的として、第三者による債務保証あるいは資金提供を受けた融資に
ついては当該第三者が実質的受益者（当該第三者からの借入）とみなされる

＊グループ会社からの資金調達の方法（出資か借入か）による税務上の取り扱いの違いを利用し、
ベルギーにおける租税負担を意図的に軽減することを防止する目的で導入された制度
（出資の場合：親会社への配当は損金参入不可）
（借入の場合：親会社への支払利息は損金参入可能）
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• 申告年2014年より新たに導入された支払配当に対する追加的な課税制度。

• 損金算入および損失との相殺は不可。

• 課税対象者

- 小規模会社（SME）に該当しないベルギー法人
- ベルギーに恒久的施設を持つ税制上の非居住者
- EU親会社指令適用により、配当源泉税が免除となる会社にも適用

制度概要

1. 配当を行う一方で、優遇税制の「過剰な恩恵」により法人税の支払が少額あるいはゼロとなる
場合に適用。

2. 課税標準に対して5.15％の税率が適用。課税対象者は、予定納税を行わなければならない。
予定納税がされない場合は、納税の不足分に対する利率が増加する。

3. 課税標準は以下の三段階のステップにより計算する。

ステップ 1 : 配当額 –課税所得 ①

ステップ 2 : 課税対象に含まれない留保利益の除外 ②

ステップ 3 : 「過剰な恩恵」を享受している割合 ③

1-9. フェアネス・タックス

( ① – ② ) × ③
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1-9. フェアネス・タックス － ステップ 1 配当額 –課税所得 （A）

• フェアネス・タックスは、配当金の総額が法人の最終課税所得を上回る場合にのみ対象となる。

配当金 最終課税所得＞

• 損金不算入費用、みなし利息等の
税控除を反映した最終の課税所得

• 通常の配当、発行された株式等の
払戻し等が対象

• 清算配当、支払利子等は対象に
含まれない
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1-9. フェアネス・タックス － ステップ 2 : 課税対象に含まれない留保利益 （B）

• 申告年2014年（会計年度2013年度）より以前に蓄積された留保利益（Good Taxable 

Reserves）からの配当部分は、フェアネスタックスの計算対象から除外する。

• 配当金は、後入先出法により、最も直近の留保利益からの配当とみなされる。

例：

• 申告年2014年（会計年度2013年度）以前からの留保利益：20

• 2014年度の利益：180

1) 2014年度の配当：150の場合

すべて2014年度の利益からの配当とみなす。

⇒ 課税対象に含まれない留保利益なし

2) 2014年度の配当：190の場合

180は2014年度の利益から、10は2013年度以前の留保利益からの配当とみなす。

⇒ 課税対象に含まれない留保利益は10
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1-9. フェアネス・タックス － ステップ 3 : 「過剰な恩恵」を享受している割合 （C）

• 割合の計算方法

課税所得（第一段階）

• 課税所得（第一段階） ： 留保利益の増減 ＋ 損金不算入の費用 ＋ 配当

⇒ 株式譲渡益課税、みなし利息控除、受取配当控除、繰越損失控除等を適用する前段階の数字

申告年におけるみなし利息控除額 ＋ 繰越損失の控除額
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2014年度 決算書類上の数値

当年度の利益 180,000

配当金(A) 200,000 (*)

法人税申告書（申告年2015年）

課税所得（第1段階）(C)
留保利益の増減
損金不参入費用

配当金

195,000
(20,000)
15,000
200,000

受取配当金控除 (47,000)

みなし利息控除 + 繰越欠損金（D） (148,000)

最終課税所得 (E) 0

STEP1：
配当金－最終課税所得
①： A – E = 200,000

(*) 当期利益からの配当：180,000
2013年度以前に蓄積された留保利益からの配当：20,000 (B)

1-9. フェアネス・タックス － 計算例

STEP2：
課税対象に含まれない留保利益
②： B = 20,000

フェアネスタックスの課税標準：
（①－②）×③＝136,620

STEP3：
過剰な恩恵の割合
③： D ÷ C = 148,000 ÷ 195,000

=  0.7590

フェアネスタックスの課税額（5.15%)
136.62 × 5.15% = 7,036
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• 会社がリベート・手数料等の支払を行った場合、申告フォーム281.50において受益者とその
金額等を報告しなければならない。この申告がされていない支払については、一定条件のもと、
103％または51.5%の税率が課される。

• 簿外の収益に関しても同様。

制度概要

1. 従来309％だった税率を103%に変更

2. 更に以下の場合には、税率を51.5%に軽減

a) リベート、手数料の受益者が法人の場合 または

b) 簿外の収益を自主的に会計処理した場合
（税務調査に関する通知を書面で受けていない場合に限る）

3. 以下の場合には課税が免除される

a) 支払を行ったリベート、手数料等について、受益者が所得として税務申告していることを
証明できた場合

b) 申告年の1月1日から起算して2年6ヶ月以内に、受益者を特定できた場合

申告年2015年の改正

1-10. Secret Commission Tax



２. 個人所得税
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2-1. 通常の税制

ベルギー税制上の「居住者」への課税

• 全世界所得が課税対象。

• 個人所得税率は、累進税率を適用（居住者・非居住者共通）。

• 所得税には地方税が上乗せされる。（非居住者については一律7%）

• 基礎控除（所得年2015年：7,090EUR）、人的控除（子供の人数、年齢等に応じた控除）が可能。

2015年（申告年2016年）の所得税率

年収 （EUR)
各区分の税率 (%)

（地方税を含まない）
各区分上限

における税額 (EUR)

8,710ユーロ以下 25 2,177.50
8,710ユーロ超 12,400ユーロ以下 30 3,284.50
12,400ユーロ超 20,660ユーロ以下 40 6,588.50
20,660ユーロ超 37,870ユーロ以下 45 14,333.00

37,870ユーロ超 50
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2-1. 通常の税制

ベルギー税制上の「居住者」の源泉徴収

• ベルギー法にもとづき、雇用主は月次給与から定められた税率にもとづき源泉徴収を行う
義務がある。源泉徴収された税は、原則として給与が支払われた翌月の15日までに納付。
また、雇用主はこれらの源泉徴収についての年次申告を行うことが必要。

ベルギー税制上の「居住者」の所得税の申告

• ベルギーの納税者は、年に一度、所得税の確定申告をすることが求められる。

• ベルギー税制上の居住者は、原則として所得が発生した年の翌年の6月30日が申告期限。
居住者は、どこの国で仕事をしたかに関わりなく、全世界所得が申告の対象となる。

• ベルギー税務当局が申告内容の査定を行い、最終的に翌年の6月30日（すなわち所得年の

翌々年半ば）までに査定結果が本人に通知される。源泉徴収額が不足していた場合は追加
の納付額が通知され、査定額が源泉徴収額を下回っていた場合は還付を受ける。支払ある
いは還付は正式な査定結果の通知から2カ月以内に行われなければならない。



29© 2015 KPMG Tax Advisers, a Belgian civil CVBA/SCRL and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), 
a Swiss entity. All rights reserved.

2-2. 外国人特別税制 － 通常の税制との主要な相違点

通常の税制 外国人特別税制

税制上の居住者 税制上の非居住者

• ベルギーで一時的に勤務する外国人のエグゼクティブ、研究者、専門家に対しては、
優遇税制が定められている。

全世界所得が課税対象
ベルギー源泉所得

にのみ課税

基礎控除、人的控除
基礎控除、人的控除

＋特別控除

国外の労働日数に相当する
給与所得を課税所得から控除
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2-2. 外国人特別税制 － 制度概要

制度概要

• ベルギー源泉所得にのみ課税 。ただし、ベルギーでの雇用に対して支払われた報酬は、
どの国で支払われるかを問わず、ベルギー源泉所得とみなされる。

• 外国人特別税制が適用される場合も、税率、基礎控除、人的控除等は、ベルギー税制上の居
住者と同様に適用。
また、派遣元国で義務づけられている社会保険掛金は課税所得から控除可能。

• 加えて、次の特別控除が可能

- 物価、家賃の差など恒常的に発生する費用に関しては、通常の外国人派遣者の場合は
毎年EUR11,250まで、統括本部、R&Dセンター等に勤める特別のカテゴリーの派遣者
の場合は毎年EUR29,750まで控除が認められる。

- 引越し費用等の、一時的に発生する費用および教育費用に関しては、上記の上限とは
別に認められる。

• ベルギー国外で働いた日数に相当する給与所得を課税所得から控除することが認められる。

• ただし、75%ルールに注意が必要。
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2-2. 外国人特別税制 － いわゆる75%ルール

46

（外国人特別税制の適用により）ベルギー税制上の非居住者とみなされる場合

* 配偶者、子供に対する控除等

• 課税年を通じて、ベルギー源泉所得の合計が
全世界所得の75％以上となる場合

人的控除*が認められる。

75% ルールの
適用あり

• 課税年を通じて、ベルギー源泉所得の合計が
全世界所得の75％に満たない場合

人的控除*は認められない。

75% ルールの
適用なし
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2-2. 外国人特別税制 － 適用条件

適用条件

会社レベルでの条件

 ベルギー法人あるいはベルギーに固定的施設を保有していること。

 国際的なグループ会社（あるいは科学研究所）の一部であること。

個人レベルでの条件

 ベルギーにおける勤務が一時的な性質であること。

 専門家あるいはエグゼクティブとして特別な知識あるいは責任が要求される活動を行うこと。

 外国のグループ会社から配属されているもしくは外国企業から直接採用されていること。

 ベルギー国民ではなく、重大な利益（人的・経済的な結びつき）がベルギー国外に存在すること。

 母国との人的・経済的な結びつきが十分あることを証明するもの:

– 生命保険・年金に加入していること。

– 不動産を所有していること。

– インターナショナル・スクールに子供が通っていること。

– ・・・・
43
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2-2. 外国人特別税制 － 申請手続等

申請手続

• ベルギー赴任日の翌月1日から起算して6カ月以内に税務当局に外国人特別税制の適用申請
を行い、適用が認められた場合には、到着時点にさかのぼって適用。

• 外国人特別税制の申請は、派遣者及び雇用主双方による申請という形をとり、派遣者1人に
つき1回行う。

所得税の申告

• 外国人特別税制が適用されるベルギー税制上の非居住者は、原則として所得が発生した年の
翌年の9月30日が申告期限となる。非居住者はベルギー源泉所得にのみ課税されるため、
申告に際してもベルギー源泉の所得のみを申告。

• ベルギー税制上の居住者と同様に、ベルギーの税務当局が申告内容の査定を行い、最終的に
は翌年の6月30日（すなわち所得年の翌々年半ば）までに査定結果が本人に通知される。所

得年の源泉徴収額（予定納税額）が不足していた場合は追加の納付額が通知され、査定額が
源泉徴収額（予定納税額）を下回っていた場合は還付を受ける。支払あるいは還付は正式な
査定結果が通知されてから2カ月以内に行われなければならない。
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2-2. 外国人特別税制 － まとめ

• 外国人特別税制が適用されると、特別控除で税負担が軽減。

• 国際的な出張が多い人ほど、所得税が軽減される仕組み。
ただし、75%ルールに注意が必要。

（参考：ベルギーの社会保障制度）

• ベルギーで働く者は、原則としてベルギーの社会保障制度に加入が必要。社会保障の掛金の雇用主負担
分は税引き前給与の約35%（企業の規模によって異なる）、従業員の負担分は税引き前給与の13.07%。

• 日本の社会保険（健康保険及び年金）を継続している派遣者については、ベルギーの社会保障制度への
加入が5年間免除される。ベルギーの社会保障制度への加入が免除される結果、上記の雇用主負担分お
よび従業員負担分の社会保障掛金の払い込みが、不要となる。

社会保障協定の適用とあわせて、日本人駐在員のコスト軽減が可能
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（参考） 最近の動向

個人所得税に関する税務調査

• 外国人特別税制による恩恵を10年以上受けている駐在員に関して、適用条件の充足有無

（母国との人的、経済的な重要な結びつきが継続して存在していること等）に関する

調査を積極的に実施。

• 上記以外にも、税務上の非居住者に対する税務調査の実施件数の増加を志向。

• 個人所得税の電子申告（ウェブ申告）を強く推奨。

ビザ申請時の手数料

• 2015年3月1日以降、タイプＤビザの取得に215ユーロの手数料が掛かるようになった。

手数料の支払は、監督官庁が指定するベルギーの銀行口座に対して行う必要があり、

ビザ申請時に支払エビデンスを提示しなければならなくなった。
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